
みどりの食料システム戦略の実現に向けて

令和６年２月



みどりの食料システム戦略について
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 日本の年平均気温偏差の経年変化

年平均気温は長期的に上昇しており、特に1990年以降、高温となる年が頻出

気候変動・大規模自然災害の増加
○ 日本の年平均気温は、100年あたり1.35℃の割合で上昇。
○ 2023年夏(６～８月)及び2020年の日本の年平均気温は、統計を開始した1898年以降最も高い値。
○ 農林水産業は気候変動の影響を受けやすく高温による品質低下などが既に発生。
○ 降雨量の増加等により、災害の激甚化の傾向。農林水産分野でも被害が発生。

白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・水稲：高温による品質の低下 ・リンゴ：成熟期の着色不良･着色遅延
 農業分野への気候変動の影響

年平均気温偏差
5年移動平均値
長期変化傾向

 １時間降水量50mm以上の年間発生回数

 農業分野の被害

2012年～2021年の10年間の平均年間発生回数は約327回
1976年～1985年と比較し、約1.4倍に増加

2被災したガラスハウス
（令和元年房総半島台風）

河川氾濫によりネギ畑が冠水
（令和５年７月秋田県能代市）



生産基盤の脆弱化  地域コミュニティの衰退
○ 日本の生産者は年々高齢化し、今後一層の担い手減少が見込まれ、労働力不足等の生産基盤の脆弱
化が深刻な課題となっている。

○ 農山漁村の人口減少は特に農村の平地や山間部で顕著に見られる。
○ これらの影響を受け、⾥地・⾥⼭・里海の管理・利⽤の低下による生物多様性の損失が続いている。

注1) 国勢調査の組替集計による。なお、令和２年以降(点線部分)は
コーホート分析による推計値である。

2) 農業地域類型は平成12年時点の市町村を基準とし、平成19年4月
改定のコードを用いて集計した。

出典：農林水産省「2020年農林業センサス」、「2015農林業センサス」(組替集計）、
「2010年世界農林業センサス」（組替集計）
基幹的農業従事者：15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農 
業に従事している者をいう。

■ 担い手の高齢化と担い手不足 ■ 農山漁村における人口減少

基幹的農業従事者数 平均年齢
60代以下基幹的農業従事者数

2010年 205万人 66.2歳
60代以下：110万人

2015年 176万人 67.1歳
60代以下︓92万人

2020年 136万人 67.8歳
60代以下：67万人

（万人）
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2021年度排出量

4,949万t-CO2

 日本の農林水産分野のGHG排出量

＊排出量の合計値には、燃料燃焼及び農作物残渣の野焼きによるCH4・N2Oが含まれているが、
僅少であることから表記していない。このため、内訳で示された排出量の合計とガス毎の
排出量の合計値は必ずしも一致しない。

出典：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量
データ」を基に農林水産省作成

総排出量
11億7,000万t-CO2

（2021年度）

世界全体と日本の農林水産分野の温室効果ガス(GHG)の排出
○ 世界のGHG排出量は、590億トン（CO2換算）。このうち、農業･林業･その他土地利用の排出は22％
（2019年）。

○ 日本の排出量は11.7億トン。うち農林水産分野は4,949万トン、全排出量の4.2%（2021年度）。
    ＊日本全体のエネルギー起源のCO2排出量は世界比約3.2％(第5位、2019年(出典:EDMC/エネルギー経済統計要覧))

○ 日本の吸収量は4,760万トン。このうち森林4,260万トン、農地・牧草地350万トン（2021年度）。

世界の農林業由来のGHG排出量
農林水産分野の排出量
 4,949万t-CO2（4.2%）

（2021年度）
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CO2
1,765

(35.7%)

CH4
2,220

(44.9%)

N2O
964

(19.5%)

単位：万t-CO2換算
＊温室効果は、CO2に比べCH4で25倍、N2Oで298倍。

人為起源の
GHG排出量
約590億t-CO2
（2019年）

単位：億t-CO2換算
＊「農業」には、稲作、畜産、施肥などによる排出量が含まれる
が、燃料燃焼による排出量は含まない。

出典：「IPCC 第6次評価報告書第３作業部会報告書（2022年）」
を基に農林水産省作成



食料生産を支える肥料原料の状況
○ 食料生産を支える肥料原料を我が国は定常的に輸入に依存。

■ 食料生産を支える肥料原料の自給率
化学肥料の原料の大半は輸入に依存
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資料：財務省「貿易統計」
等を基に作成。

注：全輸入量には、国産は
含まれない。

Ｒ３肥料年度（令和３年７月～令和４年６月）

国産

17 (5%)

マレーシア

189 (60%)

中華人民共和国

77 (25%)

サウジアラビア

12 (4%)

ベトナム

9 (3%)
その他

9 (3%)

全輸入量
296千トン

中華人民共和国

358 (76%)

モロッコ

84 (18%)

アメリカ合衆国

16 (3%)

ヨルダン

11 (2%) その他

4 (1%)

全輸入量
472千トン

カナダ

395 (80%)

イスラエル

41 (9%)

ベラルーシ

16 (3%)

ロシア

16 (3%)

ラオス

9 (2%)
その他

14 (3%)

全輸入量
491千トン

尿素（Ｎ） りん安（Ｎ・Ｐ） 塩化加里（Ｋ）

中華人民

共和国

299 

（70%）

モロッコ

76 

（18%）

アメリカ合衆国

46 （11%）

ベルギー

1 （0%）
その他

2 (1%)

全輸入量
424千トン

カナダ

345 (93%)

イスラエル

16 (4%)

ドイツ

7 (2%)

ベトナム

1 (0%)

アメリカ合衆国

1 (0%) その他

1 (1%)

全輸入量
371千トン

国産

12 

（4%）

マレーシア

193 

（64%）

中華人民

共和国

77 

（25%）

サウジアラビア

8 （3%）

ブルネイ

3 (1%)

ベトナム

2 (1%)
その他

5 （2%）

全輸入量
289千トン

Ｒ４肥料年度（令和４年７月～令和５年６月）




